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Ｓ Ｍ Ｋ 株 式 会 社
代表取締役社長

招集ご通知

1

　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第96回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますの
で、ご出席くださいますようご案内申し上げます。
　株主の皆様におかれましては、今後とも変わらぬご支援、ご鞭撻を
賜りますよう宜しくお願い申し上げます。

平成30年６月７日

第96回定時株主総会招集ご通知
　

1. 日 時 平成30年６月22日（金曜日）午前10時
　
2. 場 所 東京都品川区大崎１-11-１

ゲートシティ大崎 ゲートシティホール
　
3. 株主総会の目的事項

報告事項 ⑴ 第96期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）事業報告、連結計算
書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

⑵ 第96期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）計算書類報告の件
　

決議事項 第1号議案 剰余金の処分の件
第2号議案 株式併合の件
第3号議案 取締役５名選任の件
第4号議案 取締役等に対する株式報酬制度導入の件
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SMK 検索当社ホームページ：https://www.smk.co.jp/

4. その他本招集ご通知に関する事項
⑴ 添付書類及び株主総会参考書類に修正をすべき事情が生じた場合には、インターネット上の
当社ホームページ（https://www.smk.co.jp/）において、修正後の事項を掲載させていただ
きます。

⑵ 次の事項につきましては、法令及び当社定款第16条に基づき、インターネット上の当社ホー
ムページ（https://www.smk.co.jp/）に掲載しておりますので、本株主総会招集ご通知には
記載しておりません。
①連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」及び「連結注記表」
②計算書類の「株主資本等変動計算書」及び「個別注記表」
なお、監査役及び会計監査人は、上記ホームページ掲載事項を含む連結計算書類及び計算書
類を監査しております。

　　

議決権行使についてのご案内

　

同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。
当日ご出席の場合は、書面による議決権行使のお手続きは不要です。

平成30年６月22日（金曜日）午前10時
　

当日は軽装（クールビズ）にて実施させていただきますので、株主様におかれましても
軽装でご出席くださいますようお願い申し上げます。

　

同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、
ご返送ください。

平成30年６月21日（木曜日）午後５時５分必着

　以 上
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株主総会参考書類
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議案及び参考事項
　

第１号議案 剰余金の処分の件
　
　配当金につきましては、連結業績を基本として中長期の収益力及び内部留保の状況などを勘案
し決定しておりますが、当期の期末配当金につきましては、以下のとおりとさせていただきたく
存じます。
　
期末配当に関する事項
　

１

株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金 4円
総 額 264,984,108円
なお、中間配当金として４円をお支払いしておりますので、当期の年間配当金は
１株当たり８円となります。

　

２
剰余金の配当が効力を生じる日

平成30年６月25日
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第２号議案 株式併合の件
　
１．株式併合を行う理由
　全国証券取引所は、投資家をはじめとする市場利用者の利便性の向上等を目的に、国内上場
会社の普通株式の売買単位（単元株式数）を100株に統一する「売買単位の集約に向けた行動
計画」を推進しています。当社は、かかる趣旨を踏まえ、会社法第195条第１項の定めに従
い、平成30年４月26日開催の取締役会において、本総会において本議案が可決されることを
条件に、平成30年10月１日をもって当社の単元株式数を1,000株から100株に変更することを
決議いたしました。
　これに伴い、単元株式数が100株になった後も、当社株式の売買単位あたりの価格水準を維
持するとともに、議決権数に変更が生じることがないよう、当社株式について下記のとおり、
株式併合を行うものであります。
　

２．併合の割合
　 当社の株式について、10株を１株に併合いたします。
　なお、株式併合の結果、その所有株式の数に１株に満たない端数が生じる株主様に対しまし
ては、会社法の定めに従い、当社がこれを一括して処分し、当該代金を端数の割合に応じて交
付いたします。
　

３．株式併合の効力発生日
　平成30年10月１日
　

４．効力発生日における発行可能株式総数
　19,596,127株（現行195,961,274株）
　なお、株式併合を行うことにより、会社法第182条第２項の定めに基づき、その効力発生日
に、発行可能株式総数に係る定款の変更をしたものとみなされます。
　

【ご参考】
　本議案が承認された場合には、平成30年10月１日をもって、当社定款の一部が次のとおり変更されます。

　 （下線部が変更部分）
現行定款 変更案

第６条 （発行可能株式総数）
当会社の発行可能株式総数は、195,961,274株
とする。

第８条 （単元株式数）
当会社の単元株式数は、1,000株とする。

第６条 （発行可能株式総数）
当会社の発行可能株式総数は、19,596,127株
とする。

第８条 （単元株式数）
当会社の単元株式数は、100株とする。
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第３号議案 取締役５名選任の件
　
　取締役池田靖光、角芳幸、若林幹雄、ポール エヴァンス、中村利雄の５氏は、本総会終結の
時をもって任期満了となりますので、取締役５名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　取締役候補者は次のとおりであります。
　

候補者
番 号 1

い け だ や す み つ

池田 靖光 再任
　

昭和38年２月16日生
所有する当社株式の数
285,000株

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
平成５年10月 当社入社
平成14年６月 当社執行役員
平成16年６月 当社常務執行役員
平成17年５月 当社経営企画室担当
平成18年６月 当社取締役
平成20年４月 当社営業本部長
平成20年６月 当社取締役副社長
平成21年６月 当社代表取締役副社長
平成24年４月 当社代表取締役社長（現在）
取締役候補者とした理由
池田靖光氏は、代表取締役社長として強力なリーダーシップを発揮し、当社グルー
プ全体を統括しております。当社グループの中長期的な企業価値向上に向けてその
職務を適切に遂行し、取締役会の意思決定機能及び監督機能の強化に資する人材で
あると判断しましたので、引き続き取締役候補者といたしました。

　

候補者
番 号 2

か く よ し ゆ き

角 芳幸 再任
　

昭和28年６月９日生
所有する当社株式の数

58,000株

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
昭和58年８月 当社入社
平成16年９月 当社執行役員、CS事業部担当
平成18年６月 当社常務執行役員
平成24年４月 当社CTO・技術本部担当（現在）
平成24年６月 当社取締役
平成28年６月 当社開発センター・事業戦略室担当（現在）
平成29年６月 当社代表取締役副社長（現在）
取締役候補者とした理由
角芳幸氏は、技術者としての豊富な経験と実績を基に、現在は代表取締役副社長と
して、技術・開発に関わる事項等を統括しております。引き続き、取締役としての
職務を適切に遂行し、取締役会の意思決定機能及び監督機能の強化に資する人材で
あると判断しましたので、取締役候補者といたしました。
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候補者
番 号 3

わ か ばやし み き お

若林 幹雄 再任
　

昭和25年５月13日生
所有する当社株式の数

50,000株

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

昭和49年３月 当社入社
平成８年７月 SMK Electronics（Malaysia）Sdn.Bhd.社長
平成15年９月 当社FC事業部長
平成18年６月 当社執行役員
平成24年４月 当社常務執行役員（現在）、営業本部長（現在）
平成26年 6 月 当社取締役（現在）
平成29年 6 月 当社アジア圏営業担当（現在）
取締役候補者とした理由
若林幹雄氏は、海外製造拠点や事業部のトップとしての経験を有し、現在は営業に
関わる事項等を統括しております。引き続き、取締役としての職務を適切に遂行し、
取締役会の意思決定機能及び監督機能の強化に資する人材であると判断しましたの
で、取締役候補者といたしました。

　

候補者
番 号 4 ポール エヴァンス

(Paul Evans) 再任
　

昭和36年11月22日生
所有する当社株式の数

22,000株

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

昭和61年10月 SMK Europe N.V.入社
平成12年 4 月 SMK Electronics Corporation U.S.A.社長（現在）
平成18年６月 当社執行役員、米州圏営業担当
平成22年 6 月 当社常務執行役員（現在）
平成24年 4 月 SMK Europe N.V.社長、当社欧米州圏営業担当（現在）
平成27年３月 SMK Electronics（Europe）Ltd.社長（現在）
平成28年６月 当社取締役（現在）
取締役候補者とした理由
ポール エヴァンス氏は、欧米圏の営業に関わる事項等を統括し、グローバルビジネ
スにおける豊富な経験と実績を有しております。引き続き、取締役としての職務を
適切に遂行し、取締役会の意思決定機能及び監督機能の強化に資する人材であると
判断しましたので、取締役候補者といたしました。
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候補者
番 号 5

な か む ら と し お

中村 利雄 再任 社外
　

昭和21年7月22日生
所有する当社株式の数

7,000株

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
昭和45年 4 月 通商産業省入省
平成11年９月 貿易局長
平成12年 6 月 中小企業庁長官
平成15年10月 財団法人2005年日本国際博覧会協会事務総長
平成19年11月 日本商工会議所、東京商工会議所専務理事
平成21年10月 株式会社企業再生支援機構（現 株式会社地域経済活性化支援機

構）社外取締役（現在）
平成23年 6 月 日本ガイシ株式会社社外取締役（現在）
平成28年３月 公益財団法人全国中小企業取引振興協会会長（現在）
平成28年５月 株式会社アオキスーパー社外取締役（現在）
平成28年６月 当社取締役（現在）
（重要な兼職の状況）
株式会社地域経済活性化支援機構 社外取締役
日本ガイシ株式会社 社外取締役
公益財団法人全国中小企業取引振興協会 会長
株式会社アオキスーパー 社外取締役
社外取締役候補者とした理由
中村利雄氏は、通商産業省貿易局長や中小企業庁長官を歴任する等、長年にわたり
商工業の振興に寄与する要職を務めております。こうした豊富な経験や高い見識が、
当社の中長期的な企業価値向上や取締役会機能の強化に資すると判断しましたので、
引き続き社外取締役候補者といたしました。

　
(注)１. 各候補者と当社の間には、特別の利害関係はありません。

２. 所有する当社株式の数には、役員持株会名義分の単元株式数を含んでおります。
３. 社外取締役候補者に関する事項は、以下のとおりであります。
(１)取締役候補者中村利雄氏は、社外取締役候補者であります。
(２)中村利雄氏は、社外取締役又は社外監査役となること以外の方法で会社の経営に関与したことはあり

ませんが、候補者欄に記載の社外取締役候補者とした理由により、社外取締役としての職務を適切に
遂行できると判断いたしました。

(３)中村利雄氏の社外取締役の在任期間は、本総会終結の時をもって２年であります。
(４)中村利雄氏が日本ガイシ株式会社の社外取締役に在任中、同社は米国司法省との間で、自動車用触媒

担体の取引の一部に関して米国反トラスト法違反等があったとして、平成27年９月に罰金の支払いを
主な内容とする司法取引に合意しました。同氏は、同社において、日頃から取締役会等において法令
遵守の観点から発言を行っており、また本件を受け、競争法遵守を含むコンプライアンス体制の強化
に積極的な役割を果たしております。
また、平成30年１月、日本ガイシ株式会社が「がいし」等の製品について、契約に基づく受渡検査を
適切に実施していなかった事例の存在が、同社において確認されました。同氏は、当該事実が判明す
るまで当該事実を認識しておりませんでしたが、同社において、日頃から取締役会等においてコンプ
ライアンス強化の観点から発言を行っており、また、本件を受けて、当該事実に関する実態の調査、
原因究明及び再発防止策の策定を求める提言を行っております。
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第４号議案 取締役等に対する株式報酬制度導入の件
　
１．提案の理由
　本議案は、当社の取締役（社外取締役を除きます。以下、断りがない限り、本議案において
同じとします。）及び執行役員（以下「取締役等」といいます。）に対する新たな株式報酬制度
「株式給付信託（BBT（＝Board Benefit Trust））」（以下「本制度」といいます。）を導入する
ことについて、ご承認をお願いするものであります。
　本制度は、取締役等の報酬と当社の株式価値との連動性をより明確にし、取締役等が株価上
昇によるメリットのみならず、株価下落リスクまでも株主の皆様と共有することで、中長期的
な業績の向上と企業価値の増大に貢献する意識を高めることを目的としております。
　本議案は、従来の取締役報酬額とは別枠にて、新たな株式報酬を当社の取締役に対して支給
するため、報酬等の額についてのご承認をお願いするものです。なお、本制度の詳細につきま
しては、下記２．の枠内で、取締役会にご一任頂きたいと存じます。
　なお、第３号議案が原案通り承認可決されますと、本総会終結の時点で本制度の対象となる
取締役等は16名（うち、取締役は４名）となります。

　
２．本制度に係る報酬等の額及び参考情報
（１）本制度の概要

　本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託（以下、本制度に基づき設定
される信託を「本信託」といいます。）を通じて取得され、取締役等に対して、当社が定め
る役員株式給付規程に従って、当社株式が本信託を通じて給付される株式報酬制度です。な
お、取締役等が当社株式の給付を受ける時期は、原則として取締役等の退任時となります。
　

（２）本制度の対象者
　取締役及び執行役員（社外取締役及び監査役は、本制度の対象外とします。）

（３）信託金額（報酬等の額）
　本議案をご承認いただくことを条件として、当社は、平成31年３月末日で終了する事業
年度から平成33年３月末日で終了する事業年度までの３事業年度（以下、当該３事業年度
の期間を「当初対象期間」といい、当初対象期間及び当初対象期間の経過後に開始する３事
業年度ごとの期間を、それぞれ「対象期間」といいます。）及びその後の各対象期間を対象
として本制度を導入し、取締役等への当社株式の給付を行うため、本信託による当社株式の
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取得の原資として、以下の金銭を本信託に拠出いたします。
　まず、当社は、本信託設定（平成30年８月（予定））時に、当初対象期間に対応する必要
資金として、430百万円（うち、取締役分として192百万円）を上限とした資金を本信託に
拠出いたします。
　また、当初対象期間経過後も、本制度が終了するまでの間、当社は、原則として対象期間
ごとに、430百万円（うち、取締役分として192百万円）を上限として本信託に追加拠出す
ることとします。ただし、かかる追加拠出を行う場合において、信託財産内に残存する当社
株式（直前までの各対象期間に関して取締役等に付与されたポイント数に相当する当社株式
で、取締役等に対する給付が未了であるものを除きます。）及び金銭（以下「残存株式等」
といいます。）があるときは、残存株式等の金額（当社株式については、直前の対象期間の
末日における時価とします。）と追加拠出される金銭の合計額は、430百万円（うち、取締
役分として192百万円）を上限とします。
　なお、当社は、当初対象期間を含む対象期間中、当該対象期間における拠出額の累計額が
上述の各上限額に達するまでの範囲内において、複数回に分けて、本信託への資金の拠出を
行うことができるものとします。当社が追加拠出を決定したときは、適時適切に開示いたし
ます。

（４）当社株式の取得方法及び取得株式数
　本信託による当社株式の取得は、上記（３）により拠出された資金を原資として、取引市
場を通じて又は当社の自己株式処分を引き受ける方法によりこれを実施することとし、新株
発行は行いません。
　なお、当初対象期間につきましては、本信託設定後遅滞なく、438,000株を上限として取
得するものとします。
　本信託による当社株式の取得につき、その詳細は、適時適切に開示いたします。

（５）取締役等に給付される当社株式の数の算定方法
　取締役等には、各事業年度に関して、役員株式給付規程に基づき役位、業績達成度等を勘
案して定まる数のポイントが付与されます。ただし、各事業年度の営業利益が赤字の場合は
ポイントは付与しないものとします。取締役等に付与される１事業年度当たりのポイント数
の合計は、146,000ポイント（うち、取締役分として65,000ポイント）を上限とします。
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これは、現行の役員報酬の支給水準、取締役等の員数の動向と今後の見込み等を総合的に考
慮して決定したものであり、相当であるものと判断しております。
　なお、取締役等に付与されるポイントは、下記（６）の当社株式の給付に際し、１ポイン
ト当たり当社普通株式１株に換算されます（ただし、本議案をご承認いただいた後におい
て、当社株式について、株式分割、株式無償割当て又は株式併合等が行われた場合には、そ
の比率等に応じて、ポイント数の上限及び付与済みのポイント数又は換算比率について合理
的な調整を行います。）。
　下記（６）の当社株式の給付に当たり基準となる取締役等のポイント数は、原則として、
退任時までに当該取締役等に付与されたポイント数とします（以下、このようにして算出さ
れたポイントを、「確定ポイント数」といいます。）。

（６）当社株式の給付
　取締役等が退任し、役員株式給付規程に定める受益者要件を満たした場合、当該取締役等
は、所定の受益者確定手続を行うことにより、原則として上記（５）に記載のところに従っ
て定められる「確定ポイント数」に応じた数の当社株式について、退任後に本信託から給付
を受けます。

以上
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62,971

630

1,398
1,01759,786

485 358
△288

■売上高（単位：百万円） ■親会社株主に帰属する
当期純利益
（単位：百万円）

■経常利益（単位：百万円）■営業利益（単位：百万円）

第95期 第96期 第95期 第96期 第95期 第96期 第95期 第96期

1 企業集団の現況に関する事項
　
1. 事業の経過及びその成果
　当期の世界経済は地政学リスクの高まりや主要国の通商政策を巡る動きが不安定要因になった
ものの、堅調に推移しました。米国経済は大型減税の効果もあり好調な個人消費などに支えられ
堅調に推移しました。欧州経済もユーロ圏では概ね底堅く推移し、景気減速傾向にある中国経済
も安定成長の軌道を確保することになりました。日本経済は企業業績の回復を背景に穏やかな成
長を維持し、景気拡大局面が継続することになりました。
　当電子部品業界におきましては、情報通信市場では、スマートフォン、タブレット端末などの
普及が一巡し需要拡大が鈍化したことから、低調に推移しました。一方、車載市場は自動車の電
子化の進展により堅調に推移しました。また、ウェアラブル端末、メディカル、ヘルスケアなど
の新市場も緩やかな拡大基調をたどりました。
　このような状況の下、当社は積極的な新製品の投入と原価低減、経費削減などに努めました
が、当期の連結売上高は597億８千６百万円(前期比5.1％減)、営業利益は４億８千５百万円(前
期比23.0％減)となりました。経常利益は３億５千８百万円(前期比74.4％減)、親会社株主に帰
属する当期純損失は、２億８千８百万円(前期は親会社株主に帰属する当期純利益10億１千７百
万円)となりました。
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その他
0.6％

TP事業部
16.0％

FC事業部
35.8％

CS事業部
47.6％

セグメント別
売上高構成比

売上高

597億8千6百万円（前期比 5.1％減）

セグメントの業績は、次のとおりであります。
　
　セグメント別売上高構成比

　
　セグメント別売上実績 （単位：百万円）
　

セグメント 第95期（前期） 第96期（当期） 対前期
増減率

CS事業部（コネクション・システム） 23,539 28,422 ＋20.7％
FC事業部（ファンクショナル・コンポーネンツ） 27,238 21,420 △21.4％
TP事業部（タッチ・パネル） 11,931 9,582 △19.7％
その他 263 362 ＋37.6％
合計 62,971 59,786 △5.1％

　

（注）上記の金額には消費税等は含まれておりません。

宝印刷株式会社 2018年05月23日 16時27分 $FOLDER; 13ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



13

売上高

284億2千2百万円（前期比 20.7%増）

売上高構成比 47.6%
HSDコネクタ 

ライトアングルタイプ

FPC対基板コネクタ 
「FB-9シリーズ」

　セグメント別の概況

CS事業部
　
主要製品 コネクタ（同軸、FPC）、ジャック

　コネクタは、情報通信市場において、スマートフォン用は中華圏得意先での競合コネクタメー
カーとの競争激化により苦戦したものの、北米得意先のタブレット端末用が拡大し、前年並みで
推移しました。安定成長を続けている重点分野の車載市場では自動車の電子化の高まりを追い風
に、リアビューカメラ用を中心に順調に拡大しました。産機市場においては、ヘルスケア関連用
が引き続き好調に拡大し、前年を大きく上回る結果となりました。
　この結果、当事業の売上高は284億２千２百万円(前期比20.7％増)、営業利益は32億３百万円
(前期比66.9％増)となりました。
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SMK

売上高

214億2千万円（前期比 21.4%減）

売上高構成比 35.8%
標準薄型Bluetooth®

 Smartリモコン 

標準IR blaster

FC事業部
　
主要製品 リモコン、スイッチ、カメラモジュール

　主力のリモコンは、国内サニタリー用及び住設用が順調に拡大しましたが、セットトップボッ
クス用が、米国の得意先向けで競合リモコンメーカーとの競争激化による数量減の影響を受け、
前年を大きく下回る結果となりました。ユニットは、車載用カメラモジュールや住設関連製品が
順調に拡大し、前年を上回る結果となりました。スイッチは、スマートフォン用が不振で前年を
下回る結果となりました。
　この結果、当事業の売上高は214億２千万円(前期比21.4％減)、営業損失は13億６千万円(前
期は営業損失７億８千６百万円)となりました。
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売上高

95億8千2百万円（前期比 19.7%減）

売上高構成比 16.0%

抵抗膜方式 
加飾フィルムタッチパネル

「D2 F/G」

静電容量方式タッチパネル
「CapDuo Touch®」

TP事業部
　
主要製品 タッチパネル（抵抗膜方式、静電容量方式、光学方式）

　主力の車載向けカーナビゲーション及びセンターコンソール用タッチパネル市場では、抵抗膜
方式から静電容量方式への需要の移行により、市場環境が引き続き大きく変化しております。静
電容量方式の新規受注に加え、車載向け以外の工作機械向け、ウェアラブル端末向けなどの受注
を継続的に獲得しておりますが、抵抗膜方式の落ち込みをカバーするには至らず、前年を割り込
む結果となりました。
　この結果、当事業の売上高は95億８千２百万円(前期比19.7％減)、営業損失は８億３千２百
万円(前期は営業利益１億１千３百万円)となりました。
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2. 資金調達及び設備投資についての状況
　当期は、社債又は新株式の発行等による資金調達は行っておりません。
　当期における設備投資は、新製品開発や生産の自動化、省力化を図るための金型や機械を中心
に、31億６千万円となりました。

3. 財産及び損益の状況
期 別

区 分
第93期

（26.４～27.３）
第94期

（27.４～28.３）
第95期

（28.４～29.３）
第96期 (当期)
（29.４～30.３）

売上高 (百万円) 66,230 77,206 62,971 59,786
経常利益 (百万円) 4,894 3,541 1,398 358
親会社株主に帰属する当期純利益 (百万円) 1,982 2,678 1,017 △288
１株当たり当期純利益 (円) 27.61 37.94 15.17 △4.36
総資産 (百万円) 65,029 67,606 62,318 61,807
純資産 (百万円) 34,187 33,287 31,318 30,637

　

（注）１株当たり当期純利益は、自己株式控除後の期中平均株式数に基づき算出しております。

4. 対処すべき課題
　主要国の経済動向につきましては、米国経済が成長軌道を維持し、欧州経済も景気回復への軌
道を辿るものと思われます。中国経済も安定的な成長を、また日本経済も緩やかな成長を維持す
るものと思われます。世界経済は政治リスク、地政学リスク等の不透明な外部環境から影響を受
けるリスクは残存するものの、基本的には堅調に推移するものと思われます。
　当電子部品業界は、スマートフォン、タブレット端末市場は中国での飽和感などにより需要拡
大が鈍化しているものの、自動車の電子化の加速、ＣＰＳ(Cyber Physical System)/ＩｏＴ
(Internet of Things)の進展によるネットワーク社会の到来、環境関連市場の活性化などによ
り、全体としては緩やかな拡大が見込まれます。
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　当社グループも、従来から取り組んでおります生産性向上や経費削減などにより採算性の改善
を図るとともに、新規ビジネスの事業化により、収益を拡大してまいります。同時にビジネス環
境の変化に機敏に対応すべく、危機管理対応のさらなる強化に努めてまいります。また、持続的
な成長の実現に向け、主力ビジネスや新規市場の継続的な拡大は勿論のこと、パートナー様との
協業やオープンイノベーションの推進による新規事業創出への取組みを積極的に進めてまいりま
す。
　当社グループは、「CREATIVE CONNECTIVITY」という経営戦略スローガンのもと、社会や
お客様の顕在的・潜在的課題を解決していくチャレンジ精神をもち、独創的なアイディアを創出
するクリエイティビティーと、課題を解決するソリューション力を提供することにより、より良
い社会と未来の創出に貢献できる企業を目指してまいります。

５．主要な事業内容
　当社の企業集団は民生用電子機器、事務機、情報、通信等産業用電子機器向け市場等に使用さ
れる電子部品の製造販売を主要な事業としております。当社の企業集団の製品別事業部の主要製
品は次のとおりであります。
　

事業部 主要製品
CS事業部 コネクタ（同軸、FPC）、ジャック

FC事業部 リモコン、スイッチ、カメラモジュール

TP事業部 タッチパネル（抵抗膜方式、静電容量方式、光学方式）
　
6. 主要な営業所及び工場
①当社

名 称 所在地 名 称 所在地
本社 東京都品川区 富山事業所 富山県富山市
大阪支店 大阪府大阪市 ひたち事業所 茨城県日立市
名古屋支店 愛知県名古屋市
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②子会社

名 称 所在地 名 称 所在地
SMK Electronics
Corporation,
U.S.A.

アメリカ合衆国
カリフォルニア州
チュラビスタ市

SMK Electronics
(Dongguan) Co.,
Ltd.

中華人民共和国
広東省東莞市

　
7. 従業員の状況

従業員数 前期末比増減
5,926名 262名減

　
8. 重要な子会社の状況

会社名 資本金 出資比率 主要な事業内容
SMK Electronics
Corporation,
U.S.A.

15,100千米ドル 100.0％
北米大陸における当社及び当社子会社
の製品の輸入販売並びに現地生産品の
販売

SMK Trading
(H.K.) Ltd. 200千香港ドル ※100.0％ 当社及び当社子会社の製品の販売

SMK Electronics
(Dongguan)
Co., Ltd.

88,232千中国元 ※100.0％ 当社の技術指導による電子部品の生産
並びに当社及び当社子会社への販売

SMK Electronics
(Phils.)
Corporation

268,710千フィリピンペソ 100.0％ 当社の技術指導による電子部品の生産
並びに当社及び当社子会社への販売

（注）1. ※印はすべて間接所有です。
2. 当事業年度末日において特定完全子会社はありません。

　
9. 主要な借入先及び借入額

借入先 借入額
株式会社みずほ銀行 6,241百万円
株式会社三菱東京UFJ銀行 3,719百万円

（注）株式会社三菱東京UFJ銀行は、平成30年４月１日をもって株式会社三菱UFJ銀行に商号変更をしておりま
す。
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外国法人等
11.19%

金融機関
27.42%

個人・その他
46.25%

その他の法人
13.51%

金融商品
取引業者

1.63%

所有者別
株式分布状況

〈ご参考〉

2 株式に関する事項
　
1. 発行可能株式総数 195,961,274株

2. 発行済株式の総数 75,000,000株
（自己株式8,753,973株を含む）

3. 株主数 7,413名

4. 大株主（上位となる10名の株主）

順 位 株主名 持株数（千株） 持株比率（％）

１ SMK協力業者持株会 3,381 5.10

２ 株式会社みずほ銀行 3,287 4.96

３ 日本生命保険相互会社 3,241 4.89

４ 大日本印刷株式会社 3,200 4.83

5 株式会社三菱東京UFJ銀行 2,508 3.79

6 SMK社員持株会 1,800 2.72

7 三菱UFJ信託銀行株式会社 1,800 2.72

8 公益財団法人昭和池田記念財団 1,500 2.26

9 日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,487 2.24

10 明治安田生命保険相互会社 1,379 2.08
　

（注）１．当社は自己株式8,753千株を保有しておりますが、上記大株主からは除外しており、また、上記持株
比率は自己株式を控除して計算しております。

２．株式会社三菱東京UFJ銀行は、平成30年４月１日をもって株式会社三菱UFJ銀行に商号変更をしてお
ります。
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3 会社役員に関する事項
　
1. 取締役及び監査役

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長 池田 靖光

代表取締役副社長 角 芳幸 CTO、技術本部、開発センター、事業戦略室担当

取締役 若林 幹雄 営業本部長、アジア圏営業担当

取締役 ポール エヴァンス
（Paul Evans） 欧米州圏営業担当

取締役 社外 中村 利雄
株式会社地域経済活性化支援機構 社外取締役
日本ガイシ株式会社 社外取締役
公益財団法人全国中小企業取引振興協会 会長
株式会社アオキスーパー 社外取締役

取締役 社外 石川 薫
清水建設株式会社 社外監査役
学校法人川村学園 理事
一般社団法人日本外交協会 理事

常勤監査役 中村 哲也

監査役 社外 中島 成 中島成総合法律事務所 弁護士

監査役 社外 清水 一朗
アロマスクエア株式会社 代表取締役社長
大宮ソニックシティ株式会社 代表取締役社長
株式会社駒井ハルテック 社外監査役

監査役 社外 福井 盛一 ハイモ株式会社 監査役
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（注）1. 平成29年６月22日開催の第95回定時株主総会終結の時をもって、櫻井慶雄氏が取締役を一身上の都
合により辞任いたしました。

2. 平成29年６月22日開催の第95回定時株主総会において、石川薫氏が新たに取締役に選任され、就任
いたしました。

3. 取締役中村利雄及び石川薫の両氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。
4. 取締役中村利雄氏の重要な兼職先である株式会社地域経済活性化支援機構、日本ガイシ株式会社、公

益財団法人全国中小企業取引振興協会、株式会社アオキスーパーは、当社と特別な関係はありませ
ん。

5. 取締役石川薫氏の重要な兼職先である清水建設株式会社、学校法人川村学園、一般社団法人日本外交
協会は、当社と特別な関係はありません。

6. 監査役中島成、清水一朗及び福井盛一の３氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役でありま
す。

7. 監査役中島成氏は、弁護士の資格を有しており、企業法務に精通し、企業経営に関する相当程度の知
見を有するものであります。また、当社は、同氏を当社の独立役員として、東京証券取引所に届け出
ております。

8. 監査役清水一朗氏は、金融機関勤務を通して培った豊富な知識・経験を有しており、財務及び会計に
関する相当程度の知見を有するものであります。また、重要な兼職先であるアロマスクエア株式会
社、大宮ソニックシティ株式会社、株式会社駒井ハルテックは、当社と特別な関係はありません。

9. 監査役福井盛一氏は、金融機関勤務を通して培った豊富な知識・経験を有しており、財務及び会計に
関する相当程度の知見を有するものであります。また、重要な兼職先であるハイモ株式会社は、当社
と特別な関係はありません。

　
2. 当事業年度に係る役員の報酬等の総額

区 分 支給人員 報酬等の額 摘 要
取 締 役 6名 95百万円 ―

監 査 役 4名 30百万円 ―

計 10名 125百万円 ―
　

（注）1. 上記の取締役には、期中に退任した１名を含めており、無報酬の取締役１名を除いております。
2. 上記の取締役の報酬等の額には、当事業年度に係る取締役賞与の支給見込額1百万円を含めておりま

す。
3. 上記の取締役の報酬等の額には、当事業年度に役員退職慰労引当金として費用処理した2百万円を含

めております。
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3. 社外役員の主な活動状況
区 分 氏 名 主な活動状況

取 締 役 中 村 利 雄
当期中に開催の取締役会の100％に出席し、必要
に応じ、経済産業行政における豊富な経験に基づ
き、議案審議等に関して発言を行っております。

取 締 役 石 川 薫

社外取締役就任後に開催の取締役会の100％に出
席し、必要に応じ、国際情勢に関する深い見識と
外交官としての豊富な経験に基づき、議案審議等
に関して発言を行っております。

監 査 役 中 島 成

当期中に開催の取締役会、監査役会にはともに
100％出席しました。取締役会においては、必要
に応じ、弁護士としての専門的見地から、議案審
議等に関して発言を行っております。また、監査
役会においては、重要事項の協議等を行っており
ます。

監 査 役 清 水 一 朗

当期中に開催の取締役会、監査役会にはともに
100％出席しました。取締役会においては、必要
に応じ、金融機関での知識・経験に基づき、議案
審議等に関して発言を行っております。また、監
査役会においては、重要事項の協議等を行ってお
ります。

監 査 役 福 井 盛 一

当期中に開催の取締役会、監査役会にはともに
100％出席しました。取締役会においては、必要
に応じ、金融機関での知識・経験に基づき、議案
審議等に関して発言を行っております。また、監
査役会においては、重要事項の協議等を行ってお
ります。

　
4. 社外役員の報酬等の総額等

支給人員 報酬等の額 子会社からの役員報酬等

社外役員の報酬等の総額等 ５名 24百万円 ―
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4 会計監査人に関する事項
　
1. 会計監査人の名称
新日本有限責任監査法人

　
2. 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
①報酬等の額 56百万円
②当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 56百万円

　

（注）1. 監査役会は、最近時の監査実績の分析・評価・監査計画における監査時間・配員計画・会計監査人の
職務の遂行状況、報酬見積の相当性などを確認し、検討した結果、会計監査人の報酬につき会社法第
399条第１項の同意を行いました。

2. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、上記の金額にはこれらの
合計額を記載しております。

3. 当社の子会社は、当社の会計監査人以外の監査法人の監査を受けております。
　
3. 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　当社は、会社法第340条に定める監査役会による会計監査人の解任のほか、原則として、会計
監査人が職務を適切に遂行することが困難と認められる場合には、監査役会の決議により、会計
監査人の解任又は不再任に関する議題を株主総会に提出いたします。
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5 業務の適正を確保するための体制等の整備についての決議の内容の概要及び当該体制の運用状況
　
　当社は、平成27年４月27日開催の定時取締役会において、上記体制の改定について、決議い
たしました。その概要は、次のとおりです。
　
1. 取締役及び使用人の職務の執行が法令・定款に適合することを確保するための体制
　

　当社及びその子会社から成る当社グループは、「企業理念・行動指針」並びに「企業行動憲章」
の実践規範として「SMKグループ社員行動規範」を定めているが、当社グループの役員及び使用
人は、企業の自由な競争下において、法令等の遵守とともに、高い倫理観を持った行動が求めら
れる。
　このため、CSRの前提としてのPSR（Personal Social Responsibility）の意識を徹底させる
ことが前提であり、社員教育の推進と違反行為の防止・予防を目的とする「コンプライアンス委
員会」、並びに、内部通報窓口として、経営企画室及び外部弁護士を窓口とし、かつ、匿名性を
保証する「SMK倫理ヘルプライン」を設置したが、今後さらに制度の円滑な運用と、より強固な
体制づくりを進めて行く。また、当社グループは、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会
的勢力及び団体に対しては断固たる行動をとるものとし、一切の関係を遮断する。なお、反社会
的勢力による不当要求に備えて、警察、弁護士等の外部専門機関と連携を強化している。
　
2. 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する事項
　当社の株主総会や取締役会議事録は、株主の閲覧請求等に常に対応できるように担当の法務室
は適正に保存及び管理しておかなければならない。当社の取締役の職務の執行にかかる各種会
議、稟議・指示事項等の文書の取扱いは、運用マニュアル等に基づき、その経緯・実施状況を正
確に記録し担当部門が保存しておくとともに、その後の管理水準の向上に資するものでなければ
ならない。また、各業務マニュアルの制定・改廃等は、関係部門と協議し、「規程管理規程」に
基づき迅速に行われなければならない。当社の取締役及び監査役は、常時これらの状況を把握す
るとともに、報告もれや誤りがないかどうか担当者等に照会・質問し、不都合な事項は速やかに
指摘するなどして、今後の管理水準の向上に努めなければならない。
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3. 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　当社グループの企業活動に伴い発生する経営リスク、並びに自然災害等、当社グループの財産
及び当社グループの社員の安全を脅かす事象が発生した場合には、社長を委員長とする「危機管
理委員会」が、「危機管理規程」に従い、当社グループの事業の継続に向けた迅速な復旧を行う。
更に、予防的な措置についても十分配意しなければならない。
　また、当社グループの各総務部・人事部は緊急時の連絡・対応方法の周知徹底とそれらの適切
な見直し、当社グループの従業員との十分な意思の疎通などを図っていかなければならない。
　また、当社グループの各担当部門は次の諸点のチェック体制を強化しなければならない。
（１）「内部通報制度」の活用による事故等の未然防止と実効性ある運用
（２）個人情報その他内部情報及びデータ管理の徹底
（３）環境汚染物質の使用禁止、製造不良やデッドストックの削減による経営効率の向上と産業

廃棄物の減少
（４）「安全保障貿易管理委員会」を中心とする輸出禁止製品等の取扱いの厳格化
（５）その他、取締役会において重大と判断したリスクの管理
　
４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　当社の取締役会等において承認された月・年次の経営諸計画の遂行状況について、当社の経営
企画室及び経理部は、当社グループの連結業績、部門・事業所別業績、個別不採算製品の申請・
承認、その他資金・設備投資・経費等の実施状況について、当社の取締役会等において定期的に
報告し、非効率または業務改善の必要性を指摘し、業務の効率性及び管理水準の向上に努めて行
かなければならない。また、当社グループの組織・人員の配置については、市場の変化等に弾力
的に対応して、適材適所に配置していくこととする。また、社外における経験豊富な人材を社外
取締役に登用し、活用・補完していくものとする。
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５．当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
　当社グループは、現在の海外ビジネスの展開に至るまで、1970年代から主として海外の現地
法人化によるTN（トランスナショナル）経営を進めてきたので、連結中心の経営体制が定着し
てきた。従って、個別企業の適用法令・管理方法に加えて、企業集団を前提とする横断的なTN
管理方法を前提とした諸規程の適用、及び管理体制を継続していく。このため、会社間取引及び
諸種のデータ間に齟齬が生じないよう、子会社担当役員及びシステム開発部担当役員は検証しな
ければならない。また、公表財務諸表との有機的結合が可能となるよう、経理担当役員は各種デ
ータ及びデータ間の検証を行い、公表財務諸表の正確性を確保して行かなければならない。子会
社担当役員及び経理担当役員は、子会社の内部統制組織の整備・改善を指導しなければならな
い。そのため、当社の取締役会等は、当社グループの連結業績、部門・事業所別業績、個別不採
算製品の申請・承認、その他資金・設備投資・経費等の実施状況について、定期的に報告を受け
るものとする。
　
６．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使

用人に関する体制、その使用人の取締役からの独立性及びその使用人に対する
指示の実効性の確保に関する事項

　当社監査役の独立性を尊重することが、経営の安定性、リスクヘッジにつながると認識するの
で、当社監査役会の体制及び当社監査役の業務の執行には全面的に支援・協力する方針である。
また、当社監査役を補助すべき使用人を置く場合は、当社監査役会の推薦または同意の上配属
し、人事評価及び異動等については、事前に当社監査役会の意見を聴取して実施する。なお、そ
の使用人には、監査役の指示による調査の権限を認める。
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７．当社及び子会社の取締役及び使用人等の監査役への報告に関する体制並びに報
告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

　当社取締役会、その他の重要な会議には当社監査役が出席し、当社グループの取締役及び使用
人が議案の説明及び報告を行う。当社監査役は議案の審議内容をチェックするとともに、当社グ
ループの各取締役会規則等に定める提出議案がもれなく提出されているかどうかについて、日常
業務を担当する当社グループの取締役その他の役員及び使用人から、担当取締役と同一レベル
で、当社グループの資料の提出、意見の聴取を行うことができる。当社監査役から説明を求めら
れた当社グループの取締役その他の役員及び使用人も拒否することができないなど、当社監査役
の職務執行の妨げとなる一切の障害を排除する体制を保証するものとする。また、当社監査役に
報告をした当社グループの取締役その他の役員及び使用人が、当該報告をしたことを理由として
不利な取扱いを受けない体制を保証するものとする。なお、当社各監査役に伝達すべき情報を入
手した当社監査役は、当社監査役会において報告をしなければならない。
　
８．監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の費用又

は債務の処理に係る方針に関する事項
　当社監査役がその職務の執行について生ずる費用又は債務については、通常の監査費用は予算
化するとともに、いわゆる有事の際の費用については、監査役の職務の執行に必要でないと認め
られる場合を除き、当社が負担するものとし、必要に応じて前払も行うことができるものとす
る。
　
９．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　当社監査役の監査は、当社取締役から独立した立場で監査手続を実施できることを保証する。
このため、当社監査役の独立性を阻害する制度等は一切排除することを保証しなければならな
い。会計監査人との連携を阻害する事項も、一切排除することを当社取締役は保証しなければな
らない。また、監査役は必要に応じて弁護士その他の社外専門家を活用することができる。
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（業務の適正を確保するための体制の運用状況）
　当社は、取締役会において決議された「内部統制システム構築の基本方針」に基づき、内部統
制システムを整備し運用しております。
　コンプライアンス及びリスク管理に関する取り組みとしては、「SMKグループ社員行動規範」
を定め、当社グループ社員一人ひとりが責任ある行動をとることを求めるため、定期的な教育を
実施しております。この規範と合わせて、社内外に通報窓口を置く「SMK倫理ヘルプライン」の
開設、並びに定期的に開催する「コンプライアンス委員会」において、法令違反、不正行為の未
然防止及び早期発見に取り組んでおります。
　監査役の監査に関する取り組みとして、監査役は取締役会を含む重要な会議に出席し、代表取
締役と情報や意見の交換を行っております。また、会計監査人との関係においては、監査計画の
説明、四半期レビューの結果報告、監査報告において、情報や意見の交換を行っております。
　内部監査は、内部監査室が監査計画に基づき、当社グループの内部統制監査、業務監査を実施
し、当社の事業活動が法令及び諸規程に準拠し、適正かつ効率的に運営されていることを確認し
ております。また、その結果を定期的に監査役会に報告しております。
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連結貸借対照表（平成30年３月31日現在） （単位：百万円）
　

科 目 金 額
資 産 の 部

流動資産 36,548
現金及び預金 10,599
受取手形及び売掛金 15,251
商品及び製品 3,891
仕掛品 839
原材料及び貯蔵品 4,044
繰延税金資産 539
その他 1,439
貸倒引当金 △56
固定資産 25,258
有形固定資産 20,124
建物及び構築物 5,949
機械装置及び運搬具 5,488
工具、器具及び備品 1,744
土地 6,615
建設仮勘定 327

無形固定資産 215
その他 215

投資その他の資産 4,918
投資有価証券 2,460
長期貸付金 93
退職給付に係る資産 1,440
繰延税金資産 411
その他 599
貸倒引当金 △87

資産合計 61,807

科 目 金 額
負 債 の 部

流動負債 24,387
支払手形及び買掛金 6,807
短期借入金 12,731
未払金 1,919
未払法人税等 542
賞与引当金 668
役員賞与引当金 1
その他 1,716
固定負債 6,782
長期借入金 4,526
繰延税金負債 1,304
役員退職慰労引当金 171
退職給付に係る負債 40
その他 738
負債合計 31,169

純 資 産 の 部
株主資本 31,783
資本金 7,996
資本剰余金 12,057
利益剰余金 15,730
自己株式 △4,001
その他の包括利益累計額 △1,145
その他有価証券評価差額金 331
繰延ヘッジ損益 △9
為替換算調整勘定 △1,907
退職給付に係る調整累計額 440
純資産合計 30,637
負債純資産合計 61,807

宝印刷株式会社 2018年05月23日 16時27分 $FOLDER; 30ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

30

連結損益計算書（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで） （単位：百万円）
　

科 目 金 額
売上高 59,786
売上原価 49,429
売上総利益 10,356

販売費及び一般管理費 9,871
営業利益 485

営業外収益
受取利息 47
受取配当金 50
不動産賃貸料 1,175
その他 297 1,571

営業外費用
支払利息 114
不動産賃貸原価 571
為替差損 921
その他 91 1,698
経常利益 358

特別利益
固定資産売却益 2,341
投資有価証券売却益 0
投資有価証券償還益 46
その他 0 2,388

特別損失
固定資産除却損 172
減損損失 1,815
投資有価証券評価損 181
その他 5 2,176
税金等調整前当期純利益 570
法人税、住民税及び事業税 821
法人税等調整額 51
当期純損失 302
非支配株主に帰属する当期純損失 14
親会社株主に帰属する当期純損失 288
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貸借対照表（平成30年３月31日現在） （単位：百万円）
　

科 目 金 額
資 産 の 部

流動資産 33,628
現金及び預金 3,268
受取手形 1,891
売掛金 15,909
商品及び製品 1,055
仕掛品 13
原材料及び貯蔵品 902
前払費用 40
繰延税金資産 249
短期貸付金 10,409
その他 1,181
貸倒引当金 △1,293
固定資産 19,675
有形固定資産 9,054
建物 2,844
構築物 80
機械及び装置 1,649
車両運搬具 0
工具、器具及び備品 431
土地 3,640
リース資産 353
建設仮勘定 53

無形固定資産 163
ソフトウエア 112
リース資産 33
その他 16

投資その他の資産 10,457
投資有価証券 1,986
関係会社株式 5,971
関係会社出資金 739
長期貸付金 1,445
前払年金費用 841
その他 376
貸倒引当金 △904

資産合計 53,303

科 目 金 額
負 債 の 部

流動負債 20,821
支払手形 2,254
買掛金 3,451
短期借入金 9,900
1年内返済予定の長期借入金 2,704
リース債務 200
未払金 647
未払費用 223
未払法人税等 259
預り金 45
前受収益 21
賞与引当金 588
役員賞与引当金 1
その他 524
固定負債 5,493
長期借入金 4,428
リース債務 241
繰延税金負債 425
役員退職慰労引当金 168
その他 228
負債合計 26,315

純 資 産 の 部
株主資本 26,693
資本金 7,996
資本剰余金 12,057
資本準備金 12,057

利益剰余金 10,542
利益準備金 1,306
その他利益剰余金 9,236
配当平均積立金 550
退職積立金 370
土地圧縮積立金 187
建物等圧縮積立金 16
特別償却準備金 39
別途積立金 2,265
繰越利益剰余金 5,808

自己株式 △3,902
評価・換算差額等 294
その他有価証券評価差額金 304
繰延ヘッジ損益 △9
純資産合計 26,988
負債純資産合計 53,303
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損益計算書（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで） （単位：百万円）
　

科 目 金 額
売上高 47,672
売上原価 43,513
売上総利益 4,159

販売費及び一般管理費 4,013
営業利益 146

営業外収益
受取利息及び受取配当金 1,869
不動産賃貸料 761
雑収入 82 2,713

営業外費用
支払利息 112
不動産賃貸原価 343
為替差損 756
貸倒引当金繰入額 1,986
雑損失 23 3,221
経常損失 361

特別利益
固定資産売却益 2,304
投資有価証券売却益 0
投資有価証券償還益 46
その他 0 2,352

特別損失
固定資産除却損 57
減損損失 271
投資有価証券評価損 181
関係会社株式評価損 381 892
税引前当期純利益 1,098
法人税、住民税及び事業税 244
法人税等調整額 390
当期純利益 463
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本
　

独立監査人の監査報告書
平成30年５月22日

Ｓ Ｍ Ｋ 株 式 会 社
取 締 役 会 御 中

新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 大田原 吉 隆 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 定 留 尚 之 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、ＳＭＫ株式会社の平成29年４月１日から平成30
年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主
資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類
を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意
見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠
して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて
合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。
監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評
価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもので
はないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、
連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会
計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の
表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠して、ＳＭＫ株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損
益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以 上
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会計監査人の監査報告書 謄本
　

独立監査人の監査報告書
平成30年５月22日

Ｓ Ｍ Ｋ 株 式 会 社
取 締 役 会 御 中

新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 大田原 吉 隆 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 定 留 尚 之 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、ＳＭＫ株式会社の平成29年４月１日から
平成30年３月31日までの第96期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等
変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。
計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及び
その附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及
び運用することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明
細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監
査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚
偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施
することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続
が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書
の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性につ
いて意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切
な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検
討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見
積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての
重要な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以 上
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監査役会の監査報告書 謄本
　

監 査 報 告 書
　当監査役会は、平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第96期事業年度の取締
役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の結果、監査役
全員の一致した意見として本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　監査役会は、当期の監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及
び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況に
ついて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査基準に準拠し、当期の監査の方針、職務の
分担等に従い、取締役、内部監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及
び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及
び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重
要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査い
たしました。
　また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合すること
を確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を
確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体
制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部
統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定
期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。
　子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、
必要に応じて子会社から事業の報告を求め、その業務及び財産の状況を調査いたしまし
た。
　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監
視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必
要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われるこ
とを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する
品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知
を受け、必要に応じて説明を求めました。
　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類
（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書
並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及
び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
（１）事業報告等の監査結果

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示
しているものと認めます。

二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大
な事実は認められません。

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、
当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行につ
いても、指摘すべき事項は認められません。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人 新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま
す。

（３）連結計算書類の監査結果
会計監査人 新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま
す。

平成30年５月22日

ＳＭＫ株式会社 監査役会
常勤監査役 中 村 哲 也 ㊞
監 査 役 中 島 成 ㊞
監 査 役 清 水 一 朗 ㊞
監 査 役 福 井 盛 一 ㊞

（注） 監査役中島成、監査役清水一朗及び監査役福井盛一は会社法第２条第16号及び
第335条第３項に定める社外監査役であります。

以上
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　中国深圳の生産事業所 SMK Electronics（Shenzhen）Co.,Ltd.は、
場所を移転し、平成30年３月より新工場にて操業を開始しました。
　深圳工場は、ＳＭＫグループの海外におけるコネクタのメイン工場で
あり、情報通信市場、車載市場、産機市場向けなど多彩なコネクタ、ハ
ーネスを生産しております。
　移転先は、旧工場から６kmの場所に位置する深圳市南山区政府所有
のハイテク企業誘致工業区、百旺信高科技工業園で、幼稚園、社員寮、
スーパーマーケット、食堂等の福利厚生施設を完備した工業団地です。
　新工場への移転により更なる生産品目の拡充に対応してまいります。

ＳＭＫ深圳工場移転

中国の開発拠点である中国技術開発センター SMK 
Electronics Technology Development（Shenzhen) 
Co.,Ltd.は、平成29年６月に深圳市南山区の新興産業園、
健興科技大廈に移転しました。

新オフィスは、交通アクセスの良いオフィス街のビル
最上階で眺望が良く、設計に最適な環境で、コネクタ・
リモコン・タッチパネルの新製品開発に取り組んでおり
ます。

ＳＭＫ中国技術開発センター移転

中国広東省深圳市南山区西麗沙河西路
新興産業園Ａ棟901（健興科技大廈）

所在地

中国広東省深圳市南山区西麗松白公路
百旺信高科技工業園５区23棟

所在地

＜深圳工場の主要製品＞

車載カメラモジュール用
小型同軸コネクタ

車載用機器向け
防水FAKRAコネクタ

USB Type-C™
レセプタクル
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●買取・買増請求制度の例（1,700株ご所有の場合） 

700株
当社が買取

単元株式数
1,000株に

300株
買増

単元株式数
2,000株に

買取請求
をご利用

買増請求
をご利用

1,700株

1,000株
（単元株式）

700株
（単元未満株式）

＝

+

証券会社に口座を
開設されている株主様

口座を開設された証券
会社にご照会ください。

証券会社に口座を
開設されていない

（特別口座に記録
されている）株主様

左記「株主名簿管理人及び
特別口座の口座管理機関」
の連絡先にご照会ください。

事業年度 ４月１日～翌年３月31日

定時株主総会 ６月開催

期末配当金
受領株主確定日 ３月31日

中間配当金
受領株主確定日 ９月30日

３月31日
上記のほか必要があるときは、
あらかじめ公告して定めます。

定時株主総会の
基準日

公告掲載URL https://www.smk.co.jp/

上場取引所 東京証券取引所（市場第一部）

証券コード 6798

株主名簿管理人
及び特別口座の
口座管理機関

三菱UFJ信託銀行株式会社

同連絡先 三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部
（郵送先）
〒137-8081 
新東京郵便局私書箱第29号
電話　0120-232-711（通話料無料）
ホームページアドレス
https://www.tr.mufg.jp/daikou/

株式に関する
お問合せ先・お手続き先

2．配当金をお受け取りになっていない株主様
は、左記の三菱UFJ信託銀行株式会社 証
券代行部の電話照会先にご連絡ください。

1．配当金のお振込、単元未満株式の買取・
買増請求、特別口座から証券会社の口座
へのお振替、住所変更等のお手続き窓口
は次のとおりです。

株主メモ

38
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